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災害応急対策活動等（測量・設計、写真撮影）に関する基本協定 

募集要領 

 

 「災害応急対策活動等（測量・設計、写真撮影）に関する基本協定」について、下記により基本

協定締結希望者を募集いたしますので、基本協定の締結を希望される方は下記基本協定締結説明

書により技術資料の提出をお願いいたします。 

 

基 本 協 定 締 結 説 明 書 

 

１．公募日    令和 ８年 ９月 ７日 

 

２．担当官等 中国地方整備局 岡山河川事務所長   小平 剛弘 

               

３．協定概要 

（１）協 定 名 災害応急対策活動等（測量・設計、写真撮影）に関する基本協定 

  （２）活動場所 岡山河川事務所において管理する一級河川吉井川水系、旭川水系、高梁川水 

系（別図－１参照）を対象とする。 

                  ただし、災害の規模により上記区間外での活動要請を行うことができる。 

  （３）活動内容 本活動は、岡山河川事務所において管理する一級河川吉井川水系、旭川水 

系、高梁川水系において以下である。また、訓練時においても、同様の活動

内容を行うものある。 

１）実施区間における災害状況の把握と報告並びに甲の指示に基づく調査、

測量及び緊急的な対策工法の検討等とする。 

２）実施区間における災害時、災害を想定した訓練時の空中からの情報収
集（写真撮影）、撮影した写真の加工、解析等とする。 

  （４）協定期間 令和 ８年１２月１６日 ～ 令和１０年１２月１５日 

 （５）出動要請 基本協定に基づく出動要請を行う時点で応募資格の内容を満足していな 

い場合は、契約の相手方として選定できない場合がある。 

 

４．協定締結希望者募集区分 

 １）災害応急対策活動等（測量・設計） 

 ２）災害時における空中からの情報収集（写真撮影） 

 

５．応募資格 

  応募資格は、以下のとおりとします。 

（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第 70 条及び第 71 条の規定に該当しない

者であること。 

（２）募集区分 １）について 

中国地方整備局（港湾空港関係を除く。）における令和７・８年度の一般競争（指名
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競争）参加資格の定期受付において「土木関係建設コンサルタント業務」又は「測量

業務」として認定を受けていること（会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき

更正手 続開始の申立がなされている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

に基づき更 正手続開始の申立がなされている者については、手続き開始の決定後、

中国地方整備局長が別に定める手続きに基づく一般競争参加資格の再認定を受けてい

ること。） 

    募集区分 ２）について 

中国地方整備局（港湾空港関係を除く。）における令和７・８年度の一般競争（指名

競争）参加資格の定期受付において「測量業務」として認定を受けていること（会社

更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更正手続開始の申立がなされている者又

は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき更正手続開始の申立がなされてい

る者については、手続き開始の決定後、中国地方整備局長が別に定める手続きに基づ

く一般競争参加資格の再認定を受けていること。） 

（３）会社更生法に基づき更正手続き開始の申立がなされている者又は民事再生法に基づき再

生手続き開始の申立がなされている者（上記（２）の再認定を受けた者を除く）でない

こと。 

（４）基本協定応募資格確認申請書の提出期限の日までに中国地方整備局長から建設コンサル

タント業務等に関し、指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（５）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。 

（６）募集区分 １）について 

基本協定応募資格確認申請書を提出する者は、平成 23 年度以降に完了した 中国地

方整備局が発注した「土木関係建設コンサルタント業務」又は「測量業務」において、

１件以上の実績があること。ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業

務成績が 60 点未満の業務は実績として認めない。 

    募集区分 ２）について 

  基本協定応募資格確認申請書を提出する者は、平成 23 年度以降に完了した 国、県

又は市町村が発注した航空写真撮影（業務、役務のどちらでも可）において、１件以

上の実績があり自社の航空機またはドローンを所有するなど災害時における空中から

の情報収集が確実に行えること。 

（７）本協定に基づき災害応急対策活動等を実施する場合において、次に掲げる基準を満たす

技術者が、本活動を総括的に管理できること。（以下「総括的に管理する技術者」という。 

① 「総括的に管理する技術者」は本協定の履行期間中に本協定の締結者と直接的雇用

関係があること。又は、同等と見なせること。 

＊「同等と見なせる」とは、「総括的に管理する技術者」が本協定の履行 

期間中において基本協定応募資格申請者と直接的雇用関係を証明できる場合を

言う。上記「直接的雇用関係」が確認できない場合は、協定締結を認めないこと
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がある。 

② 以下のいずれかの資格を保有すること。 

      募集区分 １）について 

ア）技術士（総合技術監理部門）を有する者。選択科目は下記の通りとする。 

ａ）建設－河川、砂防及び海岸・海洋 

イ）技術士（建設部門）を有する者。選択科目は下記の通りとする。 

ａ）河川、砂防及び海岸・海洋 

ウ）ＲＣＣＭを有する者。専門技術部門は下記の通りとする。 

ａ）河川、砂防及び海岸・海洋 

エ）工学博士 

オ）測量士            

募集区分 ２）については、測量士の資格を有する者。 

（８）募集区分 １）について   

     岡山県内に本店（本社）、支店（支社）又は営業所が所在すること。 

    募集区分 ２）について 

          中国地方整備局管内に本店（本社）、支店（支社）又は営業所が所在すること。 

 

６．基本協定締結者の決定方法 

募集区分 １）について 

（１）基本協定の締結は、５．に掲げる応募資格を満たしている者と行う。 

応募河川は３河川（別記様式５に希望順位を記載）まで応募可能とし、応募河川につい

て契約締結の対象とするものとする。 

なお、複数河川で契約締結した場合においても、出動要請にあたっては過度の負担とな

らないよう配慮するものである。 

（２）希望者が無い又は少ない河川は、当該河川を対象とし、申請全者に再度意志確認を行い、

承諾が得られた者を割り当てる。 

（３） 選定、非選定の結果については、書面により通知する。 

募集区分 ２）について 

（１）基本協定の締結は、５．に掲げる応募資格を満たしている者と行う。 

    協定の対象区間は吉井川、旭川、高梁川の各流域とする。 

（２）選定、非選定の結果については、書面により通知する。 

     

７．担当部局 

  〒７００－０９１４ 岡山県岡山市北区鹿田町２－４－３６ 

        国土交通省中国地方整備局 岡山河川事務所 管理課 

        ＴＥＬ ０８６－２２３－５１９４（ダイヤルイン） 

     ＦＡＸ ０８６－２３４－２２９８  
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８． 応募資格の確認等 

（１）申請書の作成 

基本協定の締結を希望される方は、下記資料を作成し提出すること。 

 

① 基本協定応募資格確認申請書【別記様式１】 

② 令和７・８年度一般競争（指名競争）参加資格認定通知書の写し 

③ 過去の業務実績【別記様式２】 

※基本協定応募資格確認申請書を提出する者は、平成 23 年度以降に完了した中国

地方整備局が発注した土木関係建設コンサルタント業務又は測量業務において、

１件以上の実績について記載すること。 

※TECRIS に登録されていない場合は、確認できる書類（契約書及び仕様書の写

し等）を提出すること。 

④ 総括的に管理する技術者の資格【別記様式３】 

※総括的に管理する技術者の資格及び雇用関係が確認できる資料を提出する

こと。 

⑤ 活動の実施体制【別記様式４】 

※５．(７)に示す活動の実施体制が確認できる資料を提出すること。なお、予定

される実務を担当する技術員については、３名まで記載するものとするが、協

定締結後の変更については、可能とする。 

⑥ 担当河川希望調査票【別記様式５】 

       募集区分 １）について 

※基本協定についての希望河川は 3 河川まで応募可能とし希望順位を記載する。 

なお、全ての応募河川について契約締結の対象とするものとする。 

⑦ 会社概要調査票【別記様式６】 

 募集区分 ２）について 

※会社の所在地、航空機の基地、保有航空機数、会社所属技術者数、管内の各

出張所までの指示から参集までの時間を記載すること。 

⑧ 意思確認【別紙様式７】 

        ※官保有ＵＡＶ（全天候型）の使用について意思確認を行うもの。 

（２）申請書の提出 

      申請書については、以下のとおり提出すること。 

① 提出方法：申請書（追加資料を含む）の提出は、持参又は郵送（書留に限る。必着

のこと。）とする。 

② 受付期間：令和８年９月７日（月）から令和８年１０月２日（金）までの休日を    

除く毎日、9 時 00 分から 17 時 00 分までとする。 

③ 提出場所：７．に同じ。 

（３）申請書作成等に対する質問 

申請書の作成等にあたり質問がある場合には、書面（様式は自由）により提出すること。 



 

－ 5 － 

 

① 提出方法：書面を持参又は郵送により提出すること。ＦＡＸでも可。 

② 受領期間：令和８年９月８日（火）から令和８年９月１６日（水）までの休日を

除く毎日、9 時 00 分から 17 時 00 分までとする。 

③ 提出場所：７．に同じ。 

 

（４）（３）の質問に対する回答書は、次のとおり閲覧を行います。 

① 期  間：質問を受理してから適宜に、令和８年１０月２日（金）までの休日を除

く毎日、9 時 00 分から 17 時 00 分まで。 

②  場  所：７．に同じ。 

（５）その他 

(ア) 申請書（追加資料を含む）の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

(イ) 担当官は、提出された申請書（追加資料を含む）を、応募資格確認以外に提出

者に無断で使用しない。 

また、提出者の了承を得ることなく申請書の一部のみを採用することはしない。 

(ウ) 提出された申請書（追加資料を含む）は、返却しない。 

(エ) 提出期限以降における申請書（追加資料を含む）の差し替え及び再提出は、認

めない。 
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（別記様式１） 

 

 

基 本 協 定 応 募 資 格 確 認 申 請 書 

 

令和○○年○○月○○日 

担当官 

 中国地方整備局 

  岡山河川事務所長   小平 剛弘 殿 

      

                    住    所 

                    会  社  名  ○○コンサルタント㈱ 

                    代表者氏名 

 

  令和８年９月７日付けで募集のありました「災害応急対策活動等（測量・設計、写真撮影）に関する

基本協定」募集区分【１、２】に係る応募資格について確認されたく、下記の資料を添えて申請します。 

 なお、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条の規定に該当する者でないこと及び

添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先は下記のとおりです。 

 

記 

 

  １ 基本協定締結説明書８．(1)②に定める令和７・８年度一般競争（指名競争）参加資格認定通知書 

の写し 

 ２ 基本協定締結説明書８．(1)③に定める過去の業務実績を記載した書面 

 ３ 基本協定締結説明書８．(1)④に定める総括的に管理する技術者の資格等を記載した書面                  

 ４ 基本協定締結説明書８．(1)⑤に定める活動の実施体制を記載した書面 

  ５ 基本協定締結説明書８．(1)⑥に定める担当河川希望調査票を記載した書面 

 ６ 基本協定締結説明書８．(1)⑦に定める会社概要調査票を記載した書面 

  ７ 基本協定締結説明書８．(1)⑧に定める使用意思確認調査票を記載した書面 

 

問い合わせ先 

 担当者 ： 中国 太郎 

 

 部 署 ： ○○本店 ○○部 ○○課 

 

 電話番号： （代）○○○－○○○－○○○○ （内線 ○○○） 

              ＦＡＸ○○○－○○○－○○○○ 
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（別記様式２）                                                     

過 去 の 業 務 実 績 

 ［記入例］                   会社名：           

 

業

務 

名 

称 

等 

 

 

 

 

業務名 

 

 

 

TECRIS 登録番号 

 

 

 

契約金額 

 

 

 

履行期間 

 

 

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日  

令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

業

務

概

要 

 

 

 

 

注）・TECRIS に登録されていない等で業務実績が証明できない場合は、業務の実績が確認できる

書面（契約書類等）の写しを添付すること。TECRIS データに業務概要等が登録されていな

い場合は、それらを確認できる仕様書等の写しを添付すること。 

 

（別記様式３） 

総括的に管理する技術者の資格 

 ［記入例］                   会社名：           

技術者の氏名 ○ ○  ○  ○ 生年月日 昭和○○年○○月○○日 

所 属 ・ 役 職  

保  有  資  格 

 

 

 

 

 

 

 

 

技 術 士（総合技術管理部門： 分野：     

      登録番号：       ・取得年月日：          ） 

技 術 士（部門：       分野：     

      登録番号：       ・取得年月日：          ） 

ＲＣＣＭ（部門：       分野：     

      登録番号：       ・取得年月日：          ） 

工学博士(                    ・取得年月日：      ) 

測 量 士（ 登録番号：       ・取得年月日：          ） 
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（別記様式４） 

活 動 の 実 施 体 制 

 ［記入例］                   会社名：           

○本活動を総括的に管理する技術者 

 

 

技術者の氏名 

 

 

 

 ○  ○  ○  ○ 

 

 

 

在籍する本支店名 

 

 

○○コンサルタント㈱ 

 

        ○○支店 

 

在籍する本支店の住所 

 

 

 ○○県 ○○市 ○○区 ○○町 ○丁目 ○番 ○号 

 

 

○本活動の実務を担当する技術員 

 

 

技術員の氏名 

 

 

 

 ○  ○  ○  ○ 

 

 

 

在籍する本支店名 

 

 

○○コンサルタント㈱ 

 

        ○○支店 

 

在籍する本支店の住所 

 

 

 ○○県 ○○市 ○○区 ○○町 ○丁目 ○番  ○号 

 

 

 

 

技術員の氏名 

 

 

 

 ○  ○  ○  ○ 

 

 

 

在籍する本支店名 

 

 

○○コンサルタント㈱ 

 

        ○○支店 

 

在籍する本支店の住所 

 

 

 ○○県 ○○市 ○○区 ○○町 ○丁目 ○番  ○号 

 

 

 

 

技術員の氏名 

 

 

 

 ○  ○  ○  ○ 

 

 

 

在籍する本支店名 

 

 

○○コンサルタント㈱ 

 

        ○○支店 

 

在籍する本支店の住所 

 

 

 ○○県 ○○市 ○○区 ○○町 ○丁目 ○番  ○号 
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別記様式５ 『担当河川希望調査票』 

 

１）測量・設計 

 協定締結を希望する河川について、協定締結を希望する順位を記載願います。河川については、

別図－１『災害応急対策活動等（測量・設計）（吉井川・旭川・高梁川水系）』を参照願います。 

                                          

                                                ※記載例 

 

  河   川 

 

  希望する順位 

     

     

                    

     

                    

     

                     

     

 

 

  ○ ○ 川  

 

  第 １ 希望  

 

  ○ ○ 川  

 

  第 ２ 希望  

 

  ○ ○ 川  

 

 

   第 ３ 希望  

 

※希望できる河川数は、最大３河川とし、記載した河川については契約締結の対象とします。          

 

２）写真撮影 

 協定締結を希望する河川について、協定締結を希望する順位を記載願います。河川については、

別図－１『災害応急対策活動等（測量・設計）（吉井川・旭川・高梁川水系）』を参照願います。 

                                          

                                                ※記載例 

 

  河   川 

 

  希望する順位 

     

     

                    

     

                    

     

                     

     

 

 

  ○ ○ 川  

 

  第 １ 希望  

 

  ○ ○ 川  

 

  第 ２ 希望  

 

  ○ ○ 川  

 

 

   第 ３ 希望  

 

※希望できる河川数は、最大３河川とし、記載した河川については契約締結の対象とします。          
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別記様式６ 『会社概要調査票』 

 

 

 （１）会社の所在地 

 

 

 

 

 

 （２）航空機またはドローンの基地 

 

 

 

 

 

 （３）保有航空機またはドローン数 

 

        指示から参集までの時間（ドローン・準備等の時間も含む） 

           坂根出張所       ○○ｋｍ（ドローン基地からの距離）、○○時間程度 

            西大寺出張所        ○○ｋｍ（ドローン基地からの距離）、○○時間程度 

            旭川流域治水出張所  ○○ｋｍ（ドローン基地からの距離）、○○時間程度 

            高梁川出張所        ○○ｋｍ（ドローン基地からの距離）、○○時間程度 

 

 （４）会社所属技術者数  
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別記様式７ 『官保有ＵＡＶ（全天候型）の使用意思確認調査票』 

 

    官保有ＵＡＶ（全天候型）の使用意思確認 

                               ↓いずれかに『〇』を記入。 

 

  使用の意思がある 

 

 

 

   使用の意思がない 

 

 

 

 

 

【補足事項】 

①官保有 UAV（全天候型）の仕様について 

UAV スペックは別紙のとおりです。 

フライトコントローラーは dji lightbridge2 を使用しております。 

 

②官保有 UAV（全天候型）の保険について 

保険については、官の費用負担により協力業者において加入していただく予定です。 

また、使用にあたっては官の費用負担により、点検及び事前の操作訓練を実施していただくこと

を予定しています。 
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基本協定応募資格確認申請書提出時のチェックリスト 

 

 基本協定応募資格確認申請書提出時には、本チェックリストにより提出書類が添付されている

ことを確認下さい。 

 

□基本協定応募資格確認申請書（別記様式１）        →必須提出 

□令和７・８年度の一般競争参加資格に係る書類       →必須提出 

（中国地方整備局における令和７・８年度の一般競争（指名競争）参加資格認定通知書の写し）  

※５．応募資格（２）参照 

 

 

会社の業務実績関係 

□過去の業務実績（別記様式２）              →必須提出 

□業務実績を確認できる書面（契約書の写し等） 

→ＴＥＣＲＩＳに登録されていない場合及びＴＥＣＲＩＳで確認できない場合等は必須提出 

 

総括的に管理する技術者の資格・経験 

□総括的に管理する技術者の資格（別記様式３）        →必須提出 

□直接的かつ恒常的(３箇月以上)な雇用関係が確認できる資料 →必須提出 

→（健康保険被保険者証等） 

□総括的に管理する技術者の資格を証明する書面の写し    →必須提出 

 

活動の実施体制                                           

□活動の実施体制（別記様式４）                  →必須提出 

                                                        

担当区間希望調査票 

□担当河川希望調査票（別記様式５）               →必須提出 

 

会社概要調査票 

□会社概要調査票（別記様式６）                            →必須提出 

    ※募集区分（１）を希望する方は本様式の提出は不要です 

 

官保有のＵＡＶ使用意思調査票                                  →必須提出 

    □意思確認調査票（別記様式７） 

      ※募集区分（１）を希望する方は本様式の提出は不要です 

 

これらの添付資料が未提出の場合は応募資格を認めない場合がありますので、ご注意下さい。 



全天候型ドローンの仕様

機体（INSPECTOR α Ⅱ型）
   総重量       ：9.0kg（機体及びバッテリー8.4kg、カメラ等0.6kg）

バッテリー容量 ：24,000mA
最大搭載重量  ：3.4kg
ホバリング精度 ：垂直0.5m、水平1.5m
最大傾斜角  ：35°
最大飛行速度  ：18.2m/s
上昇下降速度  ：上昇5m/s以上、下降4m/s以上
最大飛行時間  ：20分（搭載物無し）

 12/14の試験飛行時は10分強（搭載物有り）
周辺環境  ：-20℃～45℃ （コントローラの動作環境温度）
飛行可能風速  ：18.2m/s
運用高度  ：標高2,000mまで
飛行制御ｼｽﾃﾑ  ：GPSを用いる
画像伝送範囲  ：送受信機の周囲1,000m程度
防水機能 ：IPX6準拠以上（全方向に防水性を有する）
諸元表示  ：表示可能内容は以下の通り

・フライトモード（GPS、IMU(非GPS)、RTH）
・バッテリー残量
・映像及び制御信号状態表示
・GPS測位状態
・離陸位置との相対高度（150m以下確認用）
・離陸位置からの距離
・水平速度、垂直速度
・位置情報及び履歴

フライトモード：以下の機能を有する
・自動帰還機能（RTH）
・ウェイポイント制御
・コースロック機能
・ホームロック機能
・ローター停止時の冗長性確保
・エリアフェンス機能
・緊急停止機能

カメラ
ジンバル

構造 ：3軸物理制御
ピッチ ：-90°～20°

カメラ（OLYMPUS E-M5 Markⅱ）
周辺環境  ：-10℃～40℃
有効画素数 ：1605万画素（静止画）

207万画素（動画）
（参考：4K動画で800万画素程度）
ズーム      ：光学10.7倍

タブレット（i-pad）
ディスプレイ ：10.1インチ
ﾊﾞｯﾃﾘｰ容量  ：6,000mAh（連続待受970時間）
周辺環境  ：-20℃～60℃
GNSS測位 ：可能

別紙



直轄管理区間

直轄管理区間

直轄管理区間

赤磐市

岡山市

岡山市

瀬戸内市

備前市

和気町

別図－１

災害応急対策活動等（測量・設計） （吉井川・金剛川）

坂根出張所

西大寺出張所



岡山市

岡山市

赤磐市

直轄管理区間

直轄管理区間

直轄管理区間

別図－１

災害応急対策活動等（測量・設計） （旭川・百間川）

旭川流域治水
出張所



倉敷市

総社市

倉敷市

総社市

浅口市

岡山市

早島町

直轄管理区間

直轄管理区間

直轄管理区間

別図－１

災害応急対策活動等（測量・設計） （高梁川・小田川）

高梁川出張所
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